
　　　４項

第　１　章 （役 員）

（名 称） 第　６条

第　１条 （1）

①　　会 長 　　　１　名（75歳定年） ②   副会長 　　　２　名

（目 的） ③　　書 記 　　　１　名 ④　 　会 計 　　　１　名（75歳定年）

第　２条 ⑤会計顧問 　　　１　名（75歳定年） ⑥　 　監 事 　　　２　名

⑦　 事務長 　　　１　名 ⑧　 役　員 　　２２　名

⑨　 部会長 　　　６　名（75歳定年） ⑩ 副部会長 　　　６　名

⑪　 相談役 　　　３　名

（2）

（活 動） ①　 部会長 　　　１　名（75歳定年） ② 副部会長 　　　１　名

第　３条 ③　　書 記 　　　１　名 ④　 　会 計 　　　１　名（75歳定年）

（1） ⑤　　役 員 　　　２　名

（2）

（3）

（4） 第　７条

（5） 　　　２項

（6） 　　　３項

（7）

（8） 　　　４項

（9）

　　　５項

第　４条 　　　６項

第　２　章 　　　７項

（組 織）

第　５条

　　　２項

第　８条

　　　３項 （1）

A．

B．

C．

D．

E．

F．

目的にした活動を行う。

事業部会役員　（各部6名×6部会　　３６名）　

神山連区「地域づくり協議会」会則　
平成28年3月 20日　「地域づくり協議会」総会 改定 　各事業部会は、所管事項の実践の為に、別表に定める団体の役員又は委員に

　運営本部と事業部会のそれぞれに次の役員を置く。

（役員の選任）

（役員の職務）

　役員の職務は、次の通りとする。

　協議会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

豊かで住みやすく、誰もが安心して暮らせる地域づくりに寄与する事を目的とする。

　前条（2）の事業部会役員の①号②号に掲げる役員は、各事業部構成団体役員又は、

委員の中から運営本部会長が推薦する者を、各事業部会にて選任するものとし、

これを兼ねる事はできない。

地域づくり協議会役員総会において選任する。

　会長及び副会長は、協議会役員総会において選任する。

高齢者及び障害者福祉に関する事業

賛同するときは、役員会の承認を得て、前項の構成団体とする事が出来る。

　前条（1）の運営本部役員の③号～⑧号に掲げる役員は、会長が指名し、

運営本部役員　　（４６名・兼任含め）

③号～⑤号に掲げる役員については、事業部会構成団体役員又は委員での互選とする。

　必要に応じて、運営本部役員会の承認を得て、役員定数の改定や、

　前条（1）の運営本部役員の⑪号に掲げる相談役は、中部中学校校長、

神山小学校校長、末広小学校校長を以って選任する。

「成人」部会

「女性」部会

　前条（1）の運営本部役員の⑥号に掲げる監事は、協議会の他の役員と、

協議会に顧問などの新たな役職を設ける事ができるものとする。

③　書 記は、運営本部役員会および協議会役員総会の議事を記録する。

④　会 計は、協議会運営本部の予算執行に伴う金銭出納、

運営本部役員

①　会 長は、協議会及び役員会を代表し、会務を統理する。

　　及び経理事務を担当する。

⑤　会計顧問は、協議会全体の会計処理、決算諸表の作成を統括する。

⑥　監 事は、協議会全体の会計監査の事務を担当する。

⑦　事務長は、協議会全体の運営に伴う事務処理を統括する。

②  副会長は、会長を補佐し、会長に事故有る時、又は会長が欠けた時は、

　　指名されている順位によって、会長職務を代理する。

地域の情報及び活動を周知する事業

　組　　 織

その他、地域の発展振興と活性化に寄与する事業

「地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ」部会

「広 報」部会 地域の情報を正しく、広く、速やかに、分かり易く、住民の方々に伝える事を、

地域住民が一同に参加し、連帯の心を助長する様なイベントを企画運営し、

地域の振興と、環境の保全を目的にした活動を行う。

地域住民の命を守り、心身の健康増進を図り、高齢者、障害者の誰もが皆、

安心して暮らせる事を目的にした活動を行う。

成人未満の子供の、明るく健全な育成を図る事を目的にした活動を行う。

地域社会の成員として、地域社会への可能な貢献を目的にした活動を行う。

成人女性として、地域社会に果たす役割を尊重し、女性の抱える問題への解決を通し、

地域社会への可能な貢献を目的にした活動を行う。

「健康・安心安全」部会

　協議会には、別表に定める様に、「運営本部」と、以下の「６事業部会」を設ける。

「家庭青少年」部会

⑧　その他役員は、協議会運営本部の業務及び審議に参画する。

　会長は、町会長会代表との兼任選出は出来ない。

より構成され、それら団体によって活動する組織とする。

　総　　 則

　本会は、神山連区地域づくり協議会（以下「協議会」という）と称する。

 　協議会は、地域で各種共同連携の活動を行い、地域住民の共通の利益の増進や、

生活環境の保持・改善に努め、文化・スポーツの振興と、見守りネットワーク等の地域福祉の

拡充及び、「命をつなぐ近助の絆」のスローガンを基に住民相互のセーフティネットの確立を図り、

地域の特性を生かし、地域の課題を解決するために行う事業

地域住民の福祉に寄与する事業

交通安全、防犯及び防災に関する事業

公民館活動及び生涯学習に関する事業

児童及び青少年の健全育成に関する事業

　協議会の活動拠点及び事務所は、神山公民館に置く。

（事務所）

27年2月22日　第５回(最終回)地域づくり協議会設立準備委員会総会（最終確定版）

　　　平成26年11月 29日　「地域づくり協議会」設立総会承認

　協議会は、別表に定める様に、各団体の役員及びその経験者等で組織する。

　事業体、民間非営利活動組織及びその他の任意団体で、協議会の趣旨に

環境に関する事業



（2）

第１３条

　　　２項

　　　３項

第　９条 第１４条

　　　２項

　　　３項 　　　２項

　　　４項

　　　５項 　　　３項

第　３　章

（会 議） 第　４　章

第１０条

　　　２項 第１５条

　　　３項 　　　２項

　　　４項 　　　３項

第１１条

第１６条

　　　２項

　　　２項

（1）

（2）

（3） 第１７条

（4）

（5）

第　５　章

（慶 弔）

第１２条 第１８条

　　　２項

（1） （懲 罰）

（2） 第１９条

（3）

（4）

（5）

（雑 則）

第２０条 [ 改定 ]

　協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（帳簿の整備）

　協議会の、運営本部も事業部会も、会計に関する帳簿を整備しなければならない。

（監 査）

　役員総会は協議会の最高議決機関であって会長が招集し、４月９月３月の毎年度３回の、

定期開催とする他、会長が必要と認めた場合、又は、会長宛に役員定数の３分の１以上の

署名による開催請求が提出された場合には、１４日以内に会長は臨時総会を開催する。

　役員総会では、次の事項を審議し、議決する。

　事業部会議は、事業部会役員と、部会に所属する各団体の代表委員により構成される。

（役員総会）

　役員総会は、運営本部役員と事業部会役員によって構成される。

　運営本部会議は、運営本部役員によって構成される。

　連区住民から、会計帳簿の閲覧の請求が有った時は、正当な事由がない限りは、

これを閲覧させねばならない。

　協議会の事業計画及び予算編成を審議し、その執行に関する事。　

　事業報告と会計報告及び決算を行う事。

選出をもって代える事が出来るものとし、その選出及び開催等は運営本部の裁定に委ねるものとする。

　役員総会がやむ得ない事由で開催出来ない場合、総会機能を代行する事。

　監事は、会計年度終了後に会計及び事務の監査を行い、結果を役員総会に

　その他

平成28年3月20日　見直し改定により下記条項が新しい条文となり、旧条文が変更となりました。

会議の議事は、会議の長及び議長を除く、出席者の過半数によって決する。

（定足数等）

　会議は、構成員の過半数の出席により成立し、

①　部会長は、担当部会の運営を統括する。

②  副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故有る時、又は部会長が欠けた時は、

　　 部会長職務を代理する。

④　会 計は、部会の運営と活動に伴う金銭出納及び経理事務を担当する。

③　書 記は、部会の運営と活動に伴う、議事録作成、文書事務を担当する。

通じて５年である者に限っては、再任することはできない。　（通し任期５年定年）

　会長と部会長及び会計は、満７５歳を定年とし、在任年齢はそれを越えないものとする。

円滑で効果的な実施を図る為に開催質疑し、必要に応じて部会長が招集する。

（運営本部会議）

　協議会の事業計画及び予算に関する事。　

　協議会の事業報告及び決算承認に関する事。

　協議会運営本部役員の、会長、副会長、書記、会計、会計顧問、監事、事務長、役員を

　会則の制定及び改廃に関する事。

　その他、協議会に関する重要事項に関する事。

　選任する事。

　協議会の会議は、役員総会、運営本部会議、事業部会議とする。 （会 計）

円滑に効果的に、目的とする所管事業の企画と執行に当たる。

ただし、可否同数の場合は会議の長がこれを決する。

　会議の議長は、役員総会においては、出席者の中から議長を選任し、

　事業部会議は、協議会の目的とする所管事業を、適正な実施計画と会計に基づき、

所属する活動団体から各代表者１～2名の部会委員によって構成されるものとする。

　事業部会議は、部会長以下６名の事業部会役員と、

　各事業部会は、会議を通して、所属する活動団体間の協働と調整を図り、

　会　　 計

　会議に欠席の構成員は、他の構成員に権限の行使を委任する事ができる。

受任者の特定がなされないときは、会議の長に権限の行使を委任したものとみなす。

⑤　その他役員は､部会の業務及び審議に参画する。

事業部会役員

その役員職務を継続して行うものとする。

（役員任期と定年）

　役員の任期は、全て１年とする。ただし、再任を妨げない。

協議会又は構成員の名誉や品格を貶めたり、その正常な役務を不正に阻害する者は、

（事業部会議）

　補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。

　協議会の会計業務は、運営本部会計と各事業部会会計のそれぞれに於いて、

厳正に処理されるものとする。

　前項の規定にかかわらず、会長及び副会長と、部会長は、その在任期間が、

　辞任、又は任期満了の場合でも後任者が選任されるまでの間は、

　会　　 議

その他の会議では、会議の長が議長を務めるものとする。

葬儀へ生花を寄せる事を始め、会長が必要と判断する場合は、その対象と適用は

この限りではないものとする。

　役員、委員に在る者で、各会議での議決に違背する言動や、故意の中傷誹謗等により

　運営本部会議は、次の事項を審議する。

　協議会の経費は、地域づくり協議会交付金、その他の収入をもって充てる。

報告するものとする。

　祝儀又は香典は１万円とする。　弔意の対象は協議会現職役員本人の場合とするが、　運営本部会議は常設の議決機関であり、運営本部役員により構成され、隔月開催を原則とする。

開催時期および、その出席者に関しては会長がこれを招集する。運営本部役員の中から執行委員の

役員総会にて出席者の過半数の採決により、その役職を罷免されるものとする。

　この会則に定めるもののほか、必要な事項の追記、又は改変は、会長が運営本部会議に諮り、

　運営本部役員定数は、原則５０名以内を基準とする。

　役員総会の議決を要しない会務の執行に関する事項を議決する事。



　付　　則

条文追記

　会　長 1　名

　副会長 2　名 　 部会長

　書　記 1　名 　 副部会長

　会　計 1　名      書　 記

会計顧問 1　名      会   計

　監　事 2　名 　　 役　員

　事務長 1　名 　　　　〃

　役　員　 22　名

　　　〃　 　 部会長

　　　〃　 　 副部会長

　　　〃　 兼・連区長      書　 記

　　　〃　 　　　〃　      会   計

　　　〃　 　　　〃　      役　員

　　　〃　 　　　〃　 　　　　〃

　　　〃　

　　　〃　 　 部会長

　　　〃　 　 副部会長

　　　〃　      書　 記

　　　〃　      会   計

　　　〃　      役　員

　　　〃　 　　　　〃

　　　〃　

　　　〃　 　 部会長

　　　〃　 　 副部会長

　　　〃　      書　 記

　　　〃　      会   計

　　　〃　      委　 員

　　　〃　 　　　　〃

　　　〃　

A 部会長 1　名 　 部会長

　副部会長 1　名 　 副部会長

B 部会長 1　名      書　 記

　副部会長 1　名      会   計

C 部会長 1　名      役　員

　副部会長 1　名 　　　　〃

D 部会長 1　名

　副部会長 1　名 　 部会長

E 部会長 1　名 　 副部会長

　副部会長 1　名      書　 記

F 部会長 1　名      会   計

　副部会長 1　名      役　員

相談役 3　名 　　　　〃

　引き籠もりや孤立をなくし、自らの経験を活かせる活動や、ボランティアを通し

　心穏やかで豊かな老生を目指す。65歳以上25％～30％への高齢社会社会。

 　ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 8.27　東海東南海大地震の被災想定への対応。

　地域社会の礼儀マナー・公衆道徳・健全な交流ｲﾍﾞﾝﾄの開催。

　青少年へのキャリア教育、ボランティア活動体験学習。読書週間推進事業。

　いじめ、不登校の見守り対策。・児童6人に一人が生活困窮世帯児童の現実。

　大人・PTA・３世代交流事業、こども会活動の維持強化。

　・・・・学校外活動事業の拡充。

(追加条文) 　運営本部役員の中から、執行委員の選出をもって代える事ができるものとし、　　　

　　　　　　　　その選出及び開催等は運営本部の裁定に委ねるものとする。

活動の視点・課題　　　　　　　

　子供、高齢者の交通安全対策。通学登下校の児童見守り隊。

　防災マップ、防犯マップ、子供達による災害危険個所調査。

　スポーツ活動振興、総合保険加入。学校運動施設の使用権問題。

　地域防災ﾌｪｱ・ｲﾍﾞﾝﾄやセミナー開催を通し防災減災意識の啓発と高揚。

　地域セーフティーネット、見守りネットワークの確立。

(旧条文)　　会長は、連区長、町会長代表、からの選出兼任は出来ない。

(新条文)　　会長は、町会長代表との兼任選出は出来ない。

(旧条文)　　運営本部会議は、常設の議決機関であり、運営本部役員によって構成され、

(役員の選任)

第7条　2項

　　　　　　　 隔月毎の定期開催を原則とし、その他の臨時開催とも、会長が会議を招集する。

第12条　1項

(運営本部会議)

　ｲﾍﾞﾝﾄの報道広報活動。魅力的な広報誌の編集発行。緊急災害対応。

　地域のミニコミ誌、・・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成。

　地域メディアとしての発展性と可能性を探る。

　子供の参画、ロゴデザインなど・・・

　地域福祉・・暮らしの助け合いシステムつくり・・。

　環境の保全美化。地域活性化の特色あるｲﾍﾞﾝﾄ開催。

　住んでいて良かった、故郷を感じる街つくり。絆つくり街興し・・・

　連帯の心を培うｲﾍﾞﾝﾄを開催し、地域文化の魅力ある風土を作り上げる。

　・・・納涼夏まつり、盆踊り大会、カラオケ、ワンデ―パフォ―マンス大会、

　お祭り広場、フリーマーケット、福祉ボランティア展、作品展文化祭・・・

　65歳以上単身者　男165万・女407万、　70歳以上独居　連区内225名登録

　老老世帯、高齢独居への支援対策、健康と生きがいづくり、趣味仲間つくり、

　見守りネットワーク、災害時要援護者支援制度の運営。

　子供・児童とのふれあい交流事業の推進。日常生活自立援護の食対策。

　女性でなければ出来ない事、女性の果たす役割を尊重し、草の根参加を目指

　育児、家事、仕事・・男女共同参画を進め、解決策を図る。

　サークル活動、共通趣味での仲間つくり・・・自身の教養生甲斐つくり。

　虐待、DV、生活困窮家庭児童、障害者支援・・・女性の視点から追及対策。

児童育成協議会会長

民生児童委員協議会会長

町会長会　育成部委員2名

（団体代表の部会委員　合計16名）

（団体代表の部会委員　合 6名）

（団体代表の部会委員　合計8名）

（団体代表の部会委員　合計6名）

戦没遺族会

町会長会　福祉部委員2名

（団体代表の部会委員　合計15名）

部会構成　所属活動団体（代表１～2名が部会委員）

第５条別表

　　　　基づいて選任された役員とみなし、その任期は、正式発足までの平成２７年３月３１日までとする。

女性の会会長

日赤奉仕団神山分団

公民館学習発表会

公民館運営協議会

健康づくり推進協議会

民生児童委員協議会

公民館　女性学習部

連区 女性の会

老連婦人会

れんげの会

町会長会　生活部委員2名

地域づくり部

神山地区各商店街

地域ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体

資源回収推進協議会

町会長会　地域活性部委員2名

小・中学校　ＰＴＡ 代表

公民館長

交通安全会会長

防犯協会支部長

　地域住民が一同に参加し、

　連帯の心を助長するｲﾍﾞ

　ﾝﾄを企画運営し、地域

 地域の情報を正しく・広く・

ＡＶ技術者の会会長

戦没遺族会会長

れんげの会会長

保護司会会長

一宮警察警友会会長

 E  ) 地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ　部会

　の振興と環境の保全を

　目的にした活動を行う。

(部会役員６名)

　図ることを目的にした

　活動を行う。資源回収推進委員会代表

社協神山支会代表

主任児童委員

ウエストサイド会長

愛知防災リーダー会代表

 速やかに、分かり易く、　

町会長会　広報部委員2名 住民の方々に伝える事を

公民館　魅力ある

児童館　厚生員

 D )  女性　部会

 F )  広報　部会

　地域福祉への可能な

　貢献を推進する事を

　成人女性として、

　貢献を推進する事を

(部会役員６名)

 B )  家庭・青少年　部会

高齢者の生甲斐健康～代表

日赤奉仕団分団長

商店街代表

末広・神山・中部中　学校長

 目的にした活動を行う。

(部会役員６名)

(部会役員６名)

(部会役員６名)

　成人未満の子供の、

　明るく健全な育成を

　目的にした活動を行う。

 C )  成人　部会

　地域社会への可能な

学校外活動推進委員会代表

長生クラブ連合会会長

　成人男性として、

その議決に基づいて、定めるものとする。

公民館体育レク部

交通安全会

防犯協会神山支部

連区こども会

ＡＶの会

防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸ

神山末広学童見守り隊

自主防災連絡協議会

町会長会　安全部委員2名

（団体代表の部会委員　合計12名）

児童館厚生委員

学校運営協議会

各種スポーツ団体

保護司会

1、　　協議会設立発足は、平成２７年４月１日とし、本会則は同日をもって施行する。

2、　　協議会設立の総会において選任される平成２６年度の設立準備委員会役員については、この会則の定め

　心身の健康増進を図り、

　目的にした活動を行う。

長生ｸﾗﾌﾞ連合会

高齢者の生甲斐と

公民館　家庭・青少年学習部

学校外活動推進協議会

(部会役員６名)

公民館　成人学習部

児童育成協議会

 A )  健康・安心安全　部会
　地域住民の命を守り、

　高齢者・障害者誰もが皆

　安心して暮らせる事を

　目的にした活動を行う。

運営本部役員　（４６名） 事業部会役員　（６部３６名）

　地域づくり協議会　（役員　７２名　）･ 事務局は公民館に置く


